
R5.4 岐阜県危機管理部消防課 

消防団員を雇用する企業の皆様へ 

 
 岐阜県では、地域防災力の中核として大きな役割を果たしている消防団の活動に協力する事業所

に対し、減税制度や報奨金制度といった支援事業を行っております。ぜひ積極的にご活用いただく

とともに、消防団活動へのより一層のご理解とご協力をお願いいたします。 

 

＜各種制度を活用するために…＞ 

市町村から「消防団協力事業所」の認定を受けましょう。 

下記２つの制度を受けるには県内の事業所等の全てが、「消防団協力事業所表示

制度」の表示証の交付を受けている必要があります。表示証の交付を受けるには、

各市町村で定める「認定基準」を満たしたうえで、各市町村長へご申請ください。 

＜認定基準の例＞ 

１ 貴事業所の従業員が消防団員として入団していること 

２ 貴事業所の従業員の消防団活動について積極的に配慮していること 

 

〇 「過疎地域の消防団員」を新たに確保している場合、 

「消防団員雇用貢献企業報奨金制度」により報奨金を受け取ることができます。 

前年度中に新たに確保した「過疎地域の団員」１人につき５万円、企業全

体で増加した「過疎地域の団員」１人につき５万円が交付されます。５月１

日から７月３１日までにお近くの県事務所（岐阜地域の場合は県危機管理政

策課）へご申請ください。 

※該当地域が過疎地域であるかは各市町村へご確認ください。 

※対象となるには他にも条件があります。詳細は県 HP もしくはリーフレ

ットをご確認ください。 

（県HP）https://www.pref.gifu.lg.jp/page/17412.html 

 

〇 事業年度の終了後、「消防団協力事業所支援減税制度」により 

事業税の控除を受けることができます。 

事業税額の２分の１に相当する額（１００万円を限度）の控除を受けられ

ます。法人の場合は各事業年度の終了日から一ヶ月以内、個人の場合は１２

月３１日以降所得税の申告期限までにお近くの県事務所（岐阜地域の場合は

県危機管理政策課）へご申請ください。 

※対象となるには他にも条件があります。詳細は県 HP もしくはリーフレ

ットをご確認ください。 

 （県HP）https://www.pref.gifu.lg.jp/page/12961.html 
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